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（百万円未満切捨て）

1. 2026年3月期第1四半期の連結業績（2025年4月1日～2025年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年3月期第1四半期 247,916 4.9 18,091 4.9 17,324 △5.1 10,925 △4.8

2025年3月期第1四半期 236,387 1.0 17,254 17.7 18,251 20.7 11,475 △6.7

（注）包括利益 2026年3月期第1四半期　　15,657百万円 （△38.9％） 2025年3月期第1四半期　　25,613百万円 （13.7％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2026年3月期第1四半期 74.16 ―

2025年3月期第1四半期 80.34 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2026年3月期第1四半期 1,271,972 732,456 54.6

2025年3月期 1,312,175 730,658 52.7

（参考）自己資本 2026年3月期第1四半期 694,804百万円 2025年3月期 691,767百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年3月期 ― 75.00 ― 85.00 160.00

2026年3月期 ―

2026年3月期（予想） ― ― ― ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

（注）当社は定款において第２四半期末日及び期末日を配当基準日と定めておりますが、現時点では当該基準日における配当予想額は未定であります。

3. 2026年 3月期の連結業績予想（2025年 4月 1日～2026年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 534,000 7.4 40,500 0.4 37,000 △5.0 23,500 △33.9 159.51

通期 1,155,000 2.8 124,500 5.8 122,500 3.2 85,500 △7.3 580.36

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　　　2025年7月31日公表の2026年3月期 第1四半期決算短信において連結業績予想の修正を行っていますが、その予想値からの修正はありません。
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※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年3月期1Q 149,296,991 株 2025年3月期 149,296,991 株

② 期末自己株式数 2026年3月期1Q 1,973,937 株 2025年3月期 1,973,223 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年3月期1Q 147,323,284 株 2025年3月期1Q 142,829,890 株

(注）当社は取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託」を導入しており、当該信託口が保有する当社株式（2026年3月期1Q 291,000株、2

025年3月期 291,000株）を期末自己株式数に含めております。また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、当該信託口が保有する当社

株式（2026年3月期1Q 291,000株、2025年3月期1Q 該当なし）を含めております。

※添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料における予想値および将来の見通しに関する記述・言明は、弊社が現在入手可能な情報による判断および仮定に基づいております。その判断や仮定に

内在する不確実性および事業運営や内外の状況変化により、実際に生じる結果が予測内容とは実質的に異なる可能性があり、弊社は将来予測に関するいか

なる内容についても、その確実性を保証するものではありません。
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2025年３月期

第１四半期連結累計期間

2026年３月期

第１四半期連結累計期間
増　減

 売上高 2,364 2,479 115

 営業損益 173 181 8

 経常損益 183 173 △9

  親会社株主に帰属する

  四半期純損益
115 109 △6

2025年３月期

第１四半期連結累計期間

2026年３月期

第１四半期連結累計期間
増　減

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益

 エネルギー 654 34 738 85 84 51

 インダストリー 804 19 878 29 73 10

 半導体 539 77 548 49 10 △28

 食品流通 307 52 263 31 △44 △20

 その他 138 8 138 8 △1 △0

 消去又は全社 △78 △17 △85 △20 △7 △3

 合計 2,364 173 2,479 181 115 8

１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

　当社は、2026年度を最終年度とする３ヵ年中期経営計画「熱く、高く、そして優しく2026」において「利益重視

経営による更なる企業価値向上」を基本方針に掲げ、「収益力の強化」、「成長戦略の推進」並びに「経営基盤の

強化」を推し進め、利益を伴った事業拡大と経営体質の更なる強化を目指しています。また、成長戦略の推進に向

けて当期初にセグメント再編を実施し、「エネルギー」に設備工事分野を編入しシステム事業の強化、「インダス

トリー」に器具分野を編入しFAコンポーネントとのシナジー創出に取り組んでいます。

　当第１四半期連結累計期間における当社を取り巻く市場環境は、米国の通商政策の影響等により世界経済の見通

しの不確実性が増す一方で、脱炭素社会の実現に向けたGX投資や、生成AI・デジタル技術の活用拡大に伴うエネル

ギー需要の増大を背景として、電力、製造業及びデータセンター等における設備投資が堅調に推移しました。ま

た、工作機械関連等の需要は持ち直しの動きが見られたものの、電動車（xEV）の需要は地域毎に強弱がありまし

た。

　このような環境のもと、当社は、エネルギーの安定供給に係る需要の拡大や、鉄鋼等の素材産業における省エ

ネ・電化のニーズを捉えてプラント、システム事業の拡大を推進したほか、デジタル技術を活用した生産現場の生

産性向上による収益力の強化等に取り組みました。また、旺盛な需要に対応するための電機盤・電源盤、変圧器・

開閉装置の生産能力増強に着手したほか、SiCパワー半導体については、将来の市場拡大を見据えながら、需要変

動に応じた設備投資計画を推進しました。

　当第１四半期連結累計期間の連結業績の売上高は、前年同期に比べプラント、システム等で増加し、全体で115

億円増加(5％増加)の2,479億円となり、過去最高を更新しました。

　損益面では、人的投資の拡充に伴う人件費の増加や、原材料価格の高騰等があったものの、プラント、システム

の需要増加や、製品販売価格の値上げ、原価低減の推進等により、営業損益は前年同期に比べ8億円増加の181億円

となり、過去最高を更新しました。経常損益は、為替影響等により前年同期に比べ9億円減少の173億円、親会社株

主に帰属する四半期純損益は、前年同期に比べ6億円減少の109億円となりました。

　当第１四半期連結累計期間の連結経営成績は次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

　当第１四半期連結累計期間の報告セグメント別の状況は次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
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≪エネルギー≫

エネルギーマネジメント分野、施設・電源分野における需要増加等により、売上高、営業損益ともに前年同期を

上回りました。

・発電プラント分野は、原子力関連の大口案件が増加したものの、再生可能エネルギーの大口案件の影響等によ

り、売上高、営業損益ともに前年同期と同水準となりました。

・エネルギーマネジメント分野は、蓄電システム案件の増加や、電力及び産業向け変電機器の大口案件の増加等

により、売上高、営業損益ともに前年同期を上回りました。

・施設・電源システム分野は、データセンター向け需要の増加により、売上高、営業損益ともに前年同期を上回

りました。

・設備工事分野は、大口案件の増加や、案件差及び原価低減の推進等により、売上高、営業損益ともに前年同期

を上回りました。

　≪インダストリー≫

オートメーション分野及び器具分野の需要増加や、ITソリューション分野の大口案件の増加等により、売上高、

営業損益ともに前年同期を上回りました。

・FAコンポーネント分野は、低圧インバータは前年同期並みで推移したものの、為替影響により売上高は前年同

期を下回りました。一方で、営業損益は前年同期を上回りました。

・オートメーション分野は、駆動制御システム、計測制御システムの鉄鋼分野向け需要の増加等により売上高は

前年同期を上回りましたが、大口案件の費用増により、営業損益は前年同期を下回りました。

・社会ソリューション分野は、輸送システムの需要増により、売上高、営業損益ともに前年同期を上回りまし

た。

・器具分野は、機械セットメーカ向け需要の緩やかな回復により、売上高は前年同期を上回りましたが、原材料

価格の高騰影響により、営業損益は前年同期を下回りました。

・ITソリューション分野は、文教分野の大口案件の増加により、売上高、営業損益ともに前年同期を上回りまし

た。

　≪半導体≫

・売上高は、電装分野では、電動車（xEV）向けパワー半導体の国内向けの需要が増加したものの、海外向けの

需要の減少と為替影響により、前年同期を下回りました。産業分野では、為替影響があったものの、海外にお

ける再生可能エネルギー向けを中心とした需要増により、前年同期を上回りました。営業損益は、産業分野に

おける売上高の増加があったものの、生産能力増強等に係る費用の増加、原材料価格の高騰、為替影響等によ

り、前年同期を下回りました。

　≪食品流通≫

・自販機分野は、国内自販機の需要減少により、売上高、営業損益ともに前年同期を下回りました。

・店舗流通分野は、コンビニエンスストアの改装増加に伴う店舗設備機器の需要増があったものの、前年同期の

改刷対応特需の反動により、売上高、営業損益ともに前年同期を下回りました。

 （注）当第１四半期連結会計期間より、組織構造の変更に伴い、「エネルギー」及び「インダストリー」の各報告

　　　 セグメントにおいて、集約する事業セグメントを変更しております。なお、各セグメントの前年同期比につ

　　　 きましては、前年同期の数値を変更後の報告セグメントの区分に組み替えたうえで算出しております。
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（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

当第１四半期末の総資産は12,720億円となり、前期末に比べ402億円減少しました。流動資産は、棚卸資産が増

加した一方、売掛金の減少などを主因として、445億円減少しました。固定資産は、その他有価証券の時価評価差

額相当分の増加などを主因として、43億円増加しました。

有利子負債残高は、当第１四半期末では1,269億円となり、前期末に比べ220億円の増加となりました。なお、有

利子負債残高から現金及び現金同等物を控除したネット有利子負債残高は、当第１四半期末では679億円となり、

前期末に比べ257億円の増加となりました。

純資産は、その他有価証券評価差額金の増加などにより、当第１四半期末では7,325億円となり、前期末に比べ

18億円の増加となりました。なお、純資産合計から非支配株主持分を控除した自己資本は前期末に比べ30億円増加

し、6,948億円となりました。Ｄ/Ｅレシオ（「有利子負債残高」÷「自己資本」）は、前期末と同じ0.2倍となり

ました。なお、ネットＤ/Ｅレシオ（「ネット有利子負債残高」÷「自己資本」）は、前期末と同じ0.1倍となって

おります。

当第１四半期連結累計期間における連結ベースのフリー・キャッシュ・フロー（「営業活動によるキャッシュ・

フロー」＋「投資活動によるキャッシュ・フロー」）は、106億円の資金の減少（前年同期は392億円の増加）とな

り、前年同期に対して498億円の資金流出額の増加となりました。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

営業活動による資金の増加は111億円（前年同期は662億円の増加）となりました。これは、棚卸資産が増加し、

仕入債務が減少した一方で、税金等調整前四半期純利益の計上並びに売上債権及び契約資産が減少したことなどに

よるものです。

前年同期に対しては、551億円の資金流入額の減少となりました。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動による資金の減少は217億円（前年同期は270億円の減少）となりました。これは、有形固定資産を取得

したことなどによるものです。

前年同期に対しては、53億円の資金流出額の減少となりました。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動による資金の増加は82億円（前年同期は432億円の減少）となりました。これは主として、コマーシャ

ル・ペーパーの増加によるものです。

これらの結果、当第１四半期末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前期末残高に対して38億円減少

し、589億円となりました。
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前回発表 今回発表 増　減

売上高 5,190 5,340 150

営業損益 340 405 65

経常損益 310 370 60

親会社株主に帰属する中間純損益 190 235 45

前回発表 今回発表 増　減

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益

エネルギー 1,630 150 1,660 175 30 25

インダストリー 1,915 85 2,000 105 85 20

半導体 1,030 75 1,050 90 20 15

食品流通 500 50 520 55 20 5

その他 265 15 265 15 0 0

消去又は全社 △150 △35 △155 △35 △5 0

合計 5,190 340 5,340 405 150 65

前回発表 今回発表 増　減

売上高 11,400 11,550 150

営業損益 1,180 1,245 65

経常損益 1,165 1,225 60

親会社株主に帰属する当期純損益 810 855 45

前回発表 今回発表 増　減

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益

エネルギー 3,745 465 3,775 490 30 25

インダストリー 4,135 405 4,220 425 85 20

半導体 2,230 215 2,250 230 20 15

食品流通 1,050 120 1,070 125 20 5

その他 580 40 580 40 0 0

消去又は全社 △340 △65 △345 △65 △5 0

合計 11,400 1,180 11,550 1,245 150 65

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　第１四半期連結累計期間の連結業績動向等を踏まえ、2025年４月25日の決算発表時に公表した2026年３月期中間

連結会計期間及び2026年３月期通期の連結業績予想を修正することといたしました。

　第２四半期以降の為替レートは、140円／US$、154円／EURO、19.8円／RMBを前提としています。

　　　（中間連結会計期間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：億円）

　　　（参考：中間連結会計期間　部門別）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

　　　（通期）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：億円）

　　　（参考：通期　部門別）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：億円）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 63,542 59,748

受取手形 12,718 14,787

電子記録債権 61,894 64,497

売掛金 249,353 174,099

契約資産 93,830 102,851

商品及び製品 84,472 94,892

仕掛品 55,156 58,075

原材料及び貯蔵品 99,021 99,363

その他 57,083 63,974

貸倒引当金 △10,401 △10,140

流動資産合計 766,672 722,148

固定資産

有形固定資産 347,074 343,196

無形固定資産 30,318 31,280

投資その他の資産

投資有価証券 108,713 120,523

退職給付に係る資産 26,052 26,085

その他 36,904 32,275

貸倒引当金 △3,627 △3,600

投資その他の資産合計 168,042 175,284

固定資産合計 545,435 549,760

繰延資産 67 62

資産合計 1,312,175 1,271,972

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 192,834 160,134

短期借入金 10,716 9,720

コマーシャル・ペーパー － 27,000

未払法人税等 28,121 6,599

契約負債 67,129 65,215

製品保証引当金 3,706 3,683

その他 128,959 116,167

流動負債合計 431,466 388,521

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 30,073 30,071

役員退職慰労引当金 95 101

退職給付に係る負債 66,797 68,591

その他 23,083 22,230

固定負債合計 150,050 150,994

負債合計 581,517 539,515

純資産の部

株主資本

資本金 47,586 47,586

資本剰余金 64,573 64,573

利益剰余金 493,885 492,264

自己株式 △4,273 △4,278

株主資本合計 601,771 600,145

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 49,318 57,936

繰延ヘッジ損益 △2 431

為替換算調整勘定 40,046 35,793

退職給付に係る調整累計額 633 498

その他の包括利益累計額合計 89,995 94,659

非支配株主持分 38,891 37,652

純資産合計 730,658 732,456

負債純資産合計 1,312,175 1,271,972
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 236,387 247,916

売上原価 170,685 179,858

売上総利益 65,702 68,058

販売費及び一般管理費 48,448 49,966

営業利益 17,254 18,091

営業外収益

受取利息 137 144

受取配当金 1,018 924

為替差益 1,091 －

その他 170 429

営業外収益合計 2,417 1,498

営業外費用

支払利息 757 806

持分法による投資損失 348 335

休止固定資産減価償却費 30 315

事業転換費用 170 －

為替差損 － 747

その他 113 59

営業外費用合計 1,420 2,265

経常利益 18,251 17,324

特別利益

固定資産売却益 90 3

投資有価証券売却益 247 －

特別利益合計 337 3

特別損失

固定資産処分損 87 230

特別損失合計 87 230

税金等調整前四半期純利益 18,501 17,097

法人税等 5,875 5,764

四半期純利益 12,626 11,332

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,150 407

親会社株主に帰属する四半期純利益 11,475 10,925

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

四半期純利益 12,626 11,332

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 918 8,608

繰延ヘッジ損益 △124 433

為替換算調整勘定 12,324 △4,525

退職給付に係る調整額 △140 △138

持分法適用会社に対する持分相当額 9 △52

その他の包括利益合計 12,987 4,325

四半期包括利益 25,613 15,657

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 23,340 15,588

非支配株主に係る四半期包括利益 2,273 68

（四半期連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 18,501 17,097

減価償却費 13,963 15,021

貸倒引当金の増減額（△は減少） △43 △133

製品保証引当金の増減額（△は減少） △40 △20

受取利息及び受取配当金 △1,156 △1,068

支払利息 757 806

為替差損益（△は益） △207 104

固定資産売却損益（△は益） △90 △3

投資有価証券売却損益（△は益） △247 －

固定資産処分損益（△は益） 87 230

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 78,286 60,434

棚卸資産の増減額（△は増加） △17,228 △15,096

仕入債務の増減額（△は減少） △18,522 △31,925

契約負債の増減額（△は減少） 24,882 △1,616

その他 △17,925 △7,916

小計 81,017 35,914

利息及び配当金の受取額 1,148 1,067

利息の支払額 △768 △868

法人税等の支払額 △15,153 △24,971

営業活動によるキャッシュ・フロー 66,243 11,140

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △26,065 △16,973

有形固定資産の売却による収入 110 75

無形固定資産の取得による支出 △1,278 △2,979

投資有価証券の取得による支出 △31 △22

投資有価証券の売却による収入 260 －

貸付けによる支出 △2,786 △6,743

貸付金の回収による収入 3,048 4,987

その他 △304 △60

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,046 △21,716

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 583 △870

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △22,000 27,000

長期借入れによる収入 15,120 －

長期借入金の返済による支出 △27,000 △5

社債の発行による収入 10,000 －

リース債務の返済による支出 △5,652 △4,061

自己株式の取得による支出 △3 △4

配当金の支払額 △10,712 △12,547

非支配株主への配当金の支払額 △3,542 △1,301

財務活動によるキャッシュ・フロー △43,206 8,208

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,538 △1,392

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,471 △3,759

現金及び現金同等物の期首残高 65,543 62,675

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
1,205 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 65,277 58,916

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。な

お、見積実効税率が使用できない一部の連結会社については法定実効税率を使用する方法によっております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　　該当事項はありません。

富士電機㈱ （6504） 2026年３月期 第１四半期決算短信

- 11 -



（単位：百万円）

エネルギー
インダストリ

ー
半導体 食品流通

その他
（注１）

合計
調整額

（注２）

四半期連結
損益計算書

計上額
（注３）

売上高

外部顧客への

売上高
64,645 79,944 52,814 30,114 8,869 236,387 － 236,387

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

726 502 1,066 570 4,975 7,841 △7,841 －

計 65,371 80,446 53,880 30,685 13,844 244,229 △7,841 236,387

セグメント利益

又は損失（△）
3,383 1,872 7,731 5,176 792 18,955 △1,701 17,254

（単位：百万円）

エネルギー
インダストリ

ー
半導体 食品流通

その他
（注１）

合計
調整額

（注２）

四半期連結
損益計算書

計上額
（注３）

売上高

外部顧客への

売上高
72,008 87,091 54,285 25,692 8,838 247,916 － 247,916

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

1,747 675 555 627 4,934 8,540 △8,540 －

計 73,756 87,767 54,840 26,319 13,773 256,457 △8,540 247,916

セグメント利益

又は損失（△）
8,471 2,874 4,892 3,132 769 20,141 △2,049 18,091

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2024年４月１日 至2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス、不動産業、保険代

理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,701百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,759

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2025年４月１日 至2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス、不動産業、保険代

理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△2,049百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△2,054

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

　当第１四半期連結会計期間より、組織構造の変更に伴い、「エネルギー」及び「インダストリー」の各報告セ

グメントにおいて、集約する事業セグメントを変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。
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３．補足情報 （億円未満四捨五入）

（単位：億円）
（１）決算概要

第１四半期実績 第１四半期実績

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

2,364 101.0% 4,974 101.2% 2,479 104.9% 5,340 107.4%

173 117.7% 403 115.3% 181 104.9% 405 100.4%

183 120.7% 389 112.5% 173 94.9% 370 95.0%

115 93.3% 355 146.0% 109 95.2% 235 66.1%

（２）連結子会社数・持分法適用会社数

第１四半期実績 第１四半期実績

（３）１株当たり四半期（中間）純利益

第１四半期実績 第１四半期実績

（４）平均為替レート（円）

第１四半期実績 第１四半期実績

（５）部門別売上高

第１四半期実績 第１四半期実績

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

654 - 1,440 - 738 112.8% 1,660 115.3%

804 - 1,754 - 878 109.1% 2,000 114.0%

539 - 1,080 - 548 101.8% 1,050 97.2%

307 - 583 - 263 85.8% 520 89.2%

138 - 274 - 138 99.5% 265 96.7%

2,442 - 5,131 - 2,565 105.0% 5,495 107.1%

△ 78 - △ 158 - △ 85 - △ 155 - 

2,364 101.0% 4,974 101.2% 2,479 104.9% 5,340 107.4%

（６）部門別営業利益

第１四半期実績 第１四半期実績

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

34 - 100 - 85 250.4% 175 174.7%

19 - 81 - 29 153.5% 105 129.0%

77 - 151 - 49 63.3% 90 59.8%

52 - 87 - 31 60.5% 55 63.2%

8 - 17 - 8 97.1% 15 90.8%

190 - 436 - 201 106.3% 440 101.0%

△ 17 - △ 32 - △ 20 - △ 35 - 

173 117.7% 403 115.3% 181 104.9% 405 100.4%

（７）海外売上高

第１四半期実績 第１四半期実績

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

251 81.1% 515 75.9% 236 93.9% - - 

66 126.9% 130 122.4% 72 108.1% - - 

249 124.8% 478 111.1% 252 101.3% - - 

91 102.3% 163 89.1% 93 102.5% - - 

70 112.1% 143 115.7% 55 79.0% - - 

727 102.0% 1,428 93.9% 708 97.4% - - 

2025 年 度

68

19

68 68

19

中間期実績 中間期予想

中間期実績 中間期予想

2024 年 度 2025 年 度

68

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益

2024 年 度

Ｒ Ｍ Ｂ

158.90

連 結 子 会 社 数

国　　内

海　　外

持 分 法 適 用 会 社 数

2024 年 度 2025 年 度

144.59

159.51

142.30

2025 年 度

4

19

49

4

Ｕ Ｓ ＄

１株当たり四半期（中間）純利益(円)

Ｅ Ｕ Ｒ Ｏ 167.88

2024 年 度

80.34

155.88

中間期実績 中間期予想

2024 年 度 2025 年 度

中間期予想

248.82 74.16

中間期実績

19.99

152.63

21.15

165.95 163.80

21.48 19.90

2025 年 度
中間期実績 中間期予想

小 計

全社及び消去

合 計

2024 年 度

49 49

19

49

44

地
域
別
内
訳

ア ジ ア 他

中 国

欧 州

米 州

合 計

イ ン ド

そ の 他

エ ネ ル ギ ー

イ ン ダ ス ト リ ー

食 品 流 通

半 導 体

中間期実績

合 計

食 品 流 通

2025 年 度
中間期実績 中間期予想

2024 年 度

エ ネ ル ギ ー

イ ン ダ ス ト リ ー

そ の 他

小 計

消 去

半 導 体

中間期予想
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（８）研究開発費

第１四半期実績 中間期実績 第１四半期実績 中間期予想

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

17 34 18 40

30 61 28 58

34 67 36 72

9 20 9 20

0 0 0 0

合      計 91 183 90 190

対売上高比率（%） 3.8% 3.7% 3.6% 3.6%

（９）設備投資額

第１四半期実績 中間期実績 第１四半期実績 中間期予想

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

6 14 10 25

15 37 18 73

280 394 90 311

2 6 2 6

2 6 3 7

合      計 305 456 124 422

内リース取得等 0 1 1 2
（注) 設備投資額には、リース契約による設備取得額を含みます。

（１０）減価償却費、支払リース料

第１四半期実績 中間期実績 第１四半期実績 中間期予想

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

9 19 11 22

23 46 23 49

89 174 94 187

5 10 5 9

2 4 2 5

合      計 128 252 135 273

内支払リース料 2 4 1 3
（注) 減価償却費は、有形固定資産の減価償却費です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１１）期末従業員数（定期社員除く） （単位：人）

第１四半期実績 中間期実績 第１四半期実績 中間期予想

国      内 17,725 17,604 17,710 17,658

海      外 9,992 10,077 9,914 10,174

そ の 他 1,553 1,534 1,527 1,542

合      計 27,717 27,681 27,624 27,832

イ ン ダ ス ト リ ー 11,240 11,170 10,960 11,190

食 品 流 通 1,916 1,906 1,858 1,857

半 導 体 6,187 6,201 6,259 6,224

そ の 他 -      -      112.1% 115.0%

2024 年 度 2025 年 度

エ ネ ル ギ ー 6,821 6,870 7,020 7,019

120.8% 112.8% 105.7% 108.5%

86.3% 83.5% 66.7% 65.2%

食 品 流 通 -      -      94.1% 97.1%

半 導 体 -      -      105.8% 107.7%

エ ネ ル ギ ー -      -      125.8% 120.6%

イ ン ダ ス ト リ ー -      -      99.7% 108.3%

9.4% 15.9% 153.2% 154.0%

2024 年 度 2025 年 度

そ の 他 -      -      189.1% 120.6%

276.8% 175.5% 40.6% 92.5%

イ ン ダ ス ト リ ー -      -      125.1% 199.3%

食 品 流 通 -      -      73.8% 112.7%

半 導 体 -      -      32.3% 79.0%

そ の 他 -      -      -      -      

2024 年 度 2025 年 度

エ ネ ル ギ ー -      -      169.0% 171.3%

108.9% 108.0% 99.9% 103.9%

-      -      -      -      

食 品 流 通 -      -      

2024 年 度 2025 年 度

エ ネ ル ギ ー -      -      106.5% 116.3%

イ ン ダ ス ト リ ー -      -      91.5% 95.7%

99.6% 97.8%

半 導 体 -      -      104.3% 106.9%
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

２０２５年８月８日

富士電機株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤田　建二

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大島　崇行

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田中　勝也

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている富士電機株式会社の２０２５年４月１日から２０２６

年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（２０２５年４月１日から２０２５年６月３０日まで）及び

第１四半期連結累計期間（２０２５年４月１日から２０２５年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所、株式会社名古

屋証券取引所及び証券会員制法人福岡証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所、株式会社名古屋証券取引所及び証券会員制法人福岡証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸

表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所、株式会社名古屋証券取引所及び証券会員制法人福岡証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計

基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所、株式会

社名古屋証券取引所及び証券会員制法人福岡証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所、株式会社名古屋証券取引所及び証券会員制法

人福岡証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期

財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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